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災害対応フェーズに応じた情報プロダクツ生成
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 災害発生前から想定被害状況を把握することは災害対応に必要
 災害対応フェーズに応じた情報プロダクツを生成することが重要
 このプロダクツの生成及び提供技術開発を行う必要がある

災害発生前からの想定情報などを用いて可能な被害状況を

把握することは、適切な初動体制確立や災害対応へつなげるこ

とが重要である。発災の直後には、人工衛星等から地表面を面

的に観測れた衛星画像を使うことで迅速に広域の被害情報を把

握することができる。この災害前からの被害想定情報、それからこ

の衛星画像からは直感的に浸水など災害の状況を確認すること

ができるが、定量的に把握することができないため直接的に災害

対応への実用性が限られており、意思決定支援に繋がる汎用的

な情報として提供することが期待されている。そこで、本研究では

災害対応について各フェーズを設定し、それぞれ必要な役立つ情

報プロダクツを生成するツールの研究開発を行っている。

ここでは、災害対応フェーズは下図の4段階を考えている。段階

⓪①では災害発生の直前・直後を想定しており、各河川の浸水

想定区域データと人口・建物データと組み合わせその被害の想定

情報を表示させるアプリケーションを事前に準備している。それから

段階②③では災害時に観測された衛星画像からの浸水範囲、

ほかの機関などより推定した浸水範囲など使って被害把握プロダ

クツ生成システムを用いて様々な情報プロダクトを作成している。

段階④ではさらに被害について確定された情報を用いて段階②

③の結果を検証することを考えている。これらの情報プロダクツは

SIP4D経由で防災科研のNIED-CRSサイト及び災害情報集

約支援チームのISUT-Site、またそのたのシステムへ届けている。

今後は、各災害対応フェーズについて作成された情報プロダクト

について実災害において検証を行い、ツールの手順化などより作

業時間を短縮し、災害時に災害対応現場へ迅速に提供できる

システム開発を行う予定である。

また、実災害において社会的なニーズを把握しながら、災害対応

現場で意思決定に繋がる新たな情報プロダクツ生成技術開発を

検討する。
この研究は内閣府戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）「国家レジリエンス（防災・減災）の強化」と「災害レジリエンス向上のための社会的期待発見研究」の一環で実施しています。
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